
3.1 省エネの促進 

3.1.1 一般管理事項 

基本的事項 

事業者において、CO2 排出削減を効果的に実施するためには、エネルギー管理、CO2 排出削減推進体

制を確立し PDCA を回す必要がある。 

 

■CO2排出削減対策の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（※）香川県生活環境の保全に関する条例に基づき、一定規模以上の事業者は、地球温暖化対策計画書の提出等が義務付

けられています。 

一定規模以上の事業者とは・・・ 

・前年度の原油換算エネルギー使用量合計が 1,500キロリットル以上である県内の事業所を設置している事業者 

・県内に路線を有しており、鉄道事業用の車両を前年度末の時点で 50両以上有している鉄道事業者 

  

エネルギー使用実態の把握 

※実績把握及び（原単位）管理等 

CO2排出削減対策の実行 

年間のエネルギー、使用実績の把握 

及び（原単位）分析と全体評価 

CO2排出削減等に向けた改善の検討 

地球温暖化対策計画書
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対策内容と削減の視点 

 

対策内容 削減の視点 

(1)推進体制の整備 推進体制の整備により、効果的に CO2排出削減対策を推進することができる。 

(2)事業所全体のエネル
ギー使用量の把握、管理 

エネルギー使用量を設備別、工程別、使用目的別等で把握することにより、対策
の検討等が容易になる。 
省エネルギー活動を計画的に実施することにより、継続的な CO2排出削減対策を
実施することができる。 

(3)機器台帳の整備 機器台帳の整備により、設備別、工程別、用途別エネルギー使用量把握、性能
維持のための修繕計画、設備更新計画等の作成が容易になる。 

(4)配管系統図の整備 図面の整備により、対策をより具体的に検討することが可能となる。 

(5)従業員教育の実施 従業員全員の参加により事業活動における省エネルギーを効果的に機能させるこ
とができる。 

(6)環境マネジメントシステ
ムの導入検討 

事業活動における環境保全に関する取組みを進めるにあたり、環境に関する方針
や目標を自ら設定し、これらの達成に向けて取り組んでいくことができる。 

 

対策の実施状況を確認する手段 

(1) 推進体制の整備 

【確認する手段】 

 CO2 排出削減を効果的に進めるためには、CO2 排出削減の推進方針を定め、エネルギー管理統括者、

管理企画推進者、管理者等及びCO2排出削減推進委員会等の責任と権限、役割分担が決められ、推

進委員会などの推進体制の確立が必要である。 

 各組織及び組織の構成員の役割と権限が明確であり、かつ、エネルギー管理を統括する立場に省エネ

ルギー投資決定権限を有する者（経営層）が位置付けられていることを確認する。 

 

【事例】 

■CO2排出削減活動推進(エネルギー管理)体制図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

エネルギー管理統括者 

省エネ推進委員会 エネルギー企画推進者 

エネルギー管理事務局 

ビル管理会社 

エネルギー管理者 

省エネ推進担当 

エネルギー管理者 

省エネ推進担当 

エネルギー管理者 

省エネ推進担当 

 ＜担当＞ 
エネルギー統括者    ：環境担当役員 
エネルギー企画推進者 ：環境推進部長 
エネルギー管理者    ：各部の部長 
省エネ推進担当     ：エネルギー管理者

が指名したもの 
エネルギー管理事務局 ：環境推進部に設置 

＜省エネ推進委員会＞ 
委員長  ：エネルギー統括者 
委員    ：エネルギー企画推進者、エネ

ルギー管理者 
開催頻度 ：1 回／月 開催 Good⤴ 

推進委員会の役割 

開催頻度等を明確

にする 



 

(2) 事業所全体のエネルギー使用量の把握、管理 

【確認する手段】 

① エネルギーの使用量の把握 

 エネルギー使用量を設備別、工程別、使用目的別等で把握することにより、設備や工程のエネルギー

使用量の大きい箇所の把握や対策の検討（無駄や改善可能な箇所の確認）が容易になる。 

 機器台帳に記載されている設備（群）のエネルギー使用量（蒸気・圧縮空気・冷温水等の二次的なエネ

ルギーを含む）等が把握・推計されていることを確認する。 

 なお、推計する場合には、設備の定格値と年間設備稼働時間等から得られる値を、それらの合計として

一次側で把握される実測値と比較しながら推計する方法などが考えられる。エネルギー使用量が大き

い設備（群）を優先的に推計対象とするなど、主体的なエネルギー管理が認められることを確認する。 

 

【事例】 

■設備別エネルギー使用量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Good⤴ 

設備別、用途別で明

確にする 



 

② 省エネルギー計画の策定 

 CO2 排出削減を効果的に進めるには、前年度の「省エネルギー計画／実施結果」及び「削減目標の達

成／未達」の要因が分析、評価され、その結果を反映して、今年度の省エネルギー計画が作成される

必要がある。 

 前年度の「省エネルギー計画／実施結果」が整理され、「削減目標の達成／未達」の要因が分析、評

価されていることを確認する。 

 また、その結果を反映して、今年度の省エネルギー計画が作成されていること（PDCA が回っていること）

を確認する。 

 

【事例】 

■省エネルギー計画、実績のとりまとめ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2014年度計画 2014年度実績 2015年度計画

1.CO2排出量の削減
2012年比 総量2％削減：3,508t-CO2

（2012年実績 3,580t-CO2）

1.CO2排出量の削減
2012年比総量 3％削減：3,473t-CO2
要因は下記の省エネ施策の実施による

1.CO2排出量の削減
2013年比総量 2％削減：3,404t-CO2

2.省エネ推進体制の構築
・省エネ推進体制を環境推進体制
(ISO14001)の中に組込む 1月

・エネルギー管理標準の策定 6月
・機器台帳、エネルギー系統図の
整備 10月

・省エネ推進委員会の活性化
6月から1回/月開催

2.省エネ推進体制の構築
・環境推進体制(ISO14001)の中に、省エネ
推進体制の組込みを完了 1月

・エネルギー管理標準の発行 8月
・機器台帳の整備完了12月、エネルギー
系統図の整備は未実施

・省エネ推進委員会 6月から1回／月開催
エネルギー使用実績、省エネ推進につい
て審議し活性化した

2.省エネ推進体制の活性化
・省エネ推進委員会の定例開催 1回/月
・エネルギー系統図の整備 6月
・社員に対する省エネ情報提供ツール
として、エコニュースの発行 10月

3.省エネの推進
・昼休み、帰宅時の消灯の徹底等
の推進

・営業車のエコドライブマニュル
の作成 11月

・省エネ診断の受診 2月

3.省エネの推進
・省エネ推進委員経由で下記を徹底した
昼休み、帰宅時の消灯の徹底
室内温度管理徹底
室内温度 夏季：28℃ 冬季：20℃

・営業車のエコドライブマニュアルの作成
12月

・省エネ診断の受診 2月

3.省エネの推進
・省エネ診断の受診結果に基づき、省エ
ネ中長期計画の策定 1月

・廊下、倉庫等の照明の間引き等を行い
適正照度の維持 6月

Good⤴ 

実績、評価、要因等

を明確にする 

（昨年度） （昨年度） （今年度） 



 

(3) 機器台帳の整備 

【確認する手段】 

 機器台帳を整備することにより定格、効率、設置年などが明確になり、設備別、工程別、用途別エネル

ギー使用量把握・推計、エネルギーフロー作成、性能維持のための修繕計画、高効率機器への設備更

新計画等の作成が容易になる。 

 機器台帳が整備され、主要な設備の設置場所、仕様、性能（容量）、取得年月、修理・改造履歴等が

記録されていることを確認する。 

 

【事例】 

■機器台帳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

Good⤴ 

主要設備を網羅す

る 



 

(4) 配管系統図の整備 

【確認する手段】 

 図面を整備することによって、CO2排出削減対策をより具体的に検討することが可能となる。 

 省エネルギー対策の検討に使用できる、現状が反映された図面（電力系統図（受配電単線結線図）、

蒸気配管系統図、圧縮空気配管系統図、空調系統図等）があることを確認する。 

 

【事例】 

■電力系統図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

(5) 従業員教育の実施 

【確認する手段】 

 事業活動における省エネルギーを効果的に機能させるためには、従業員全員の活動に省エネルギー行

動が織り込まれていることが望ましい。 

 省エネルギー目標／施策／実績等について従業員への周知の文書、媒体があること、実務者および一

般従業員に対する教育記録等があることを確認する。 

 

【事例】 

■省エネルギー取組の周知文書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■啓発用ポスター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

(6) 環境マネジメントシステムの導入 

【確認する手段】 

 外部機関から認証を受けた環境マネジメントシステムを取得していることを確認する。 

 外部機関から認証を受けた環境マネジメントシステム以外に、独自で環境マネジメントシステムを構築し

ていることでも構わない。 

 独自の環境マネジメントシステムを構築している場合、独自の環境マネジメントシステムにエコアクション

21 に準拠した取組項目が含まれていることが好ましい。 

 

■PDCA サイクルに基づくエコアクション 21 の 14 の取組項目（要求事項） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：エコアクション 21 ガイドライン 2017 年版（環境省） 

 

【事例】 

■主な環境マネジメントシステム 

名称 概要 

ISO14001  環境マネジメントシステムに関する国際規格。 

 社会経済的ニーズとバランスをとりながら、環境を保護し、変化する環境状態

に対応するための組織の枠組みを示している。 

 JAB（公益財団法人日本適合性認定協会）が認定した認証機関が審査を行

う。 

エコアクション 21  環境省が策定した日本独自の環境マネジメントシステム。 

 事業者の環境への取組を促進するとともに、その取組を効果的・効率的に実

施するため、国際標準化機構の ISO14001 規格を参考としつつ、中小事業

者にとっても取り組みやすい環境経営システムのあり方を規定している。 

 第三者機関できる中央事務局が、環境省が策定したガイドラインに基づき認

証・登録を行う。 

 


